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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「コーポレート・ガバナンス基本方針」を定めております。

http://www.kawata.cc/company/cgpolicy.html

当社は、公正で透明性の高いコーポレート・ガバナンスを実現し株主利益の最大化を図ることを経営上の重点課題として位置付け、「品質はもとよ
り営業も会計・管理も手を抜かない」、「迅速な決定と実行」をモットーとしております。取締役の人数は少数としながらも、「統制環境」を重視し、トッ
プ・マネジメントの経営方針として、当社グループの全社員に対して、強いコンプライアンス意識を持たせるようにしております。また、経営リスクに
関する情報は、初期段階から適時にトップ・マネジメントに至るまで伝達されるように努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-3　株主総会関連日程の適切な設定】

当社は、適正な財務報告と監査のための時間確保の観点から決算日程を設定しております。

また、株主総会の会場の選定については、利便性の高さや他社の開催状況などを踏まえ、事前に開催会場・日時の予約をしており、結果的に平
成30年６月開催分までは株主総会集中日の開催となりました。今後は株主総会集中日以外の開催も含め、より柔軟に日程調整できるよう努めま
す。

【補充原則1-2-4　議決権の電子行使、招集通知の英訳】

当社は、現在の株主構成において機関投資家や海外投資家の比率が低いことから、議決権の電子行使の採用や招集通知の英訳は行っておりま
せん。今後は株主構成の推移を見て、適宜判断してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　いわゆる政策保有株式】

いわゆる政策保有株式の基本的な考え方、保有状況の確認、議決権行使の各方針については、当社ホームページの「コーポレート・ガバナンス
基本方針」において開示しております。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者取引、会社と役員との取引及び内部者取引の各方針については、当社ホームページの「コーポレート・ガバナンス基本方針」
において開示しております。

【原則3-1（i）～（v）　情報開示の充実】

当社の中長期的な経営戦略、対処すべき課題及び目標とする経営指標については、当社ホームページの経営方針において開示しております。

http://www.kawata.cc/ir/managementplan.html

当社の経営理念、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針、取締役会による取締役の報酬・指名についての各方針は、当社
ホームページの「コーポレート・ガバナンス基本方針」において開示しております。

【補充原則4-1-1　経営陣に対する委任の範囲】

当社の取締役会は、定款及び法令に定めるもののほか、取締役会において決議する事項を社内規程にて定めております。それ以外の意思決定
及び業務執行の決定については、各経営陣に委任しており、その内容は、社内において明確に定めております。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社の独立性基準ついては、当社ホームページの「社外役員独立性基準」において開示しております。

http://www.kawata.cc/company/dokuritu.html

【補充原則4-11-1　取締役会のバランス・多様性】

取締役の選任に関する方針については、当社ホームページの「コーポレート・ガバナンス基本方針」において開示しております。

【補充原則4-11-2　取締役の兼任状況】

取締役は、自身の受託者責任を踏まえ、当社以外の上場会社の役員を兼任する場合は、合理的な範囲内にとどめるよう努めております。また、
毎年事業報告に各取締役の重要な兼任状況について開示しております。

取締役の兼任に関する方針については、当社ホームページの「コーポレート・ガバナンス基本方針」において開示しております。

【補充原則4-11-3　取締役会の実効性評価】

取締役会の実効性の評価の方針については、当社ホームページの「コーポレート・ガバナンス基本方針」において開示しております。

当社は、取締役会のさらなる実効性向上を図るため、取締役会の実効性評価アンケートを実施し、分析・評価を行っております。主な評価項目は
以下のとおりであります。

①取締役会の構成（全体の員数、多様性、独立社外取締役の員数）



②取締役会の運営方法（資料配布時期、開催頻度、取締役のトレーニング）

③取締役会の議題・議事進行（付議事項の範囲、審議時間の確保、議論の質）

④社外役員に対する情報提供（社外役員への適時適切な情報提供）

当該アンケートの結果、取締役会の実効性は確保されていると評価しましたが、取締役会における議論を活性化し、経営監督機能をより高められ
るよう継続して取り組んでまいります。

【補充原則4-14-2　取締役のトレーニングの方針】

取締役に対するトレーニングの方針については、当社ホームページの「コーポレート・ガバナンス基本方針」において開示しております。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

株主との建設的な対話に関する方針については、当社ホームページの「コーポレート・ガバナンス基本方針」において開示しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

カワタ共伸会 794,700 11.22

カワタ従業員持株会 380,680 5.37

（株）三菱東京ＵＦＪ銀行 351,000 4.95

高塚　雅博 350,000 4.94

GOLDMAN　SACHS　INTERNATIONAL 208,900 2.94

高塚　順 150,000 2.11

川田　昌美 149,442 2.11

川田　修弘 144,774 2.04

日本生命保険相互会社 110,700 1.56

明治安田生命保険相互会社、

大阪中小企業投資育成（株）　

（2社とも所有株式数が同じ）

110,000 1.55

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

城　豊治 他の会社の出身者 △

伊藤　芳伸 他の会社の出身者

石田　章 他の会社の出身者 △ △

飯塚　一雄 弁護士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



城　豊治 ○ ○

当社の主要取引銀行であり、当社の株主
でもある(株)三菱UFJ銀行の出身で、同行
よりの借入金額（平成30年3月31日現在）
は2,296百万円です。平成15年９月から三
菱グループ企業の千歳興産(株)、平成22
年６月から関西千歳サービス（株）で勤務
し、平成24年６月に退職後、当社の社外
監査役に就任し、平成28年６月に社外取
締役に就任しております。

異業種で経営者としての豊富な経験があり、当
社の経営全般に対する監督・チェック機能を果
たしていただくことで、当社のコーポレート・ガバ
ナンスの強化に繋がると判断し、社外取締役に
選任しております。

〔独立役員の指定理由〕

(株)三菱UFJ銀行は当社の主要取引銀行の一
つではありますが、借入残高でみると40％を
割っており、影響力は決して高いものではあり
ません。千歳興産(株)及び関西千歳サービス
（株）と当社との間に取引関係はありません。ま
た、同氏が銀行業務を離れて10年以上経過し
ているため、銀行からの影響力はなく、実質的
に独立性を有していると判断しております。これ
らのことから、当社の一般株主と利益相反が生
じるおそれがなく、当社の独立役員として適任
であると判断し、独立役員として届け出ており
ます。

伊藤　芳伸 ○ ○

過去にコニカミノルタフォトイメージング
Canada, Inc.の社長＆CEO等を勤めてお

り、コニカミノルタ各社と当社の間には取
引関係があり、連結売上高（平成30年３月
期）の１％未満となっています。

平成27年６月に当社の社外取締役に就任
しております。

異業種での経営者としての豊富な経験を活か
し、当社の経営全般に対する監督、チェック機
能を果たしていただくことで、当社の経営体制
が更に強化できるものと判断し、社外取締役に
選任しております。

〔独立役員の指定理由〕

コニカミノルタ各社と当社との取引は僅少であ
り、独立性を有していると判断しております。当
社の一般株主と利益相反が生じるおそれがな
く、当社の独立役員として適任であると判断し、
独立役員として届け出ております。

石田　章 ○ ○

当社の主要取引銀行であり、当社の株主
でもある(株)三菱UFJ銀行の出身で、同行
よりの借入金額（平成30年３月31日現在）
は2,296百万円です。平成14年６月から市
田(株)に勤務、平成17年６月からは三菱
グループ企業の千歳興産(株)で勤務、平
成26年７月に退職、平成26年8月からは
トーセイ・アセット・アドバイザーズ(株)の監
査役に就任し、平成28年２月に退任、平
成28年６月からは日総工産(株)の監査役
に就任しております。平成27年６月に当社
の社外監査役に就任し、平成28年６月に
当社の社外取締役に就任しております。

異業種で経営者としての豊富な経験があり、当
社の経営全般に対する監督・チェック機能を果
たしていただくことで、当社のコーポレート・ガバ
ナンスの強化に繋がると判断し、社外取締役に
選任しております。

〔独立役員の指定理由〕

(株)三菱UFJ銀行は当社の主要取引銀行の一
つではありますが、借入残高でみると40％を
割っており、影響力は決して高いものではあり
ません。市田(株)、千歳興産(株)、トーセイ・ア
セット・アドバイザーズ(株)及び日総工産(株)と
当社との間に取引関係はありません。また、同
氏が銀行業務を離れて10年以上経過している
ため、銀行からの影響力はなく、実質的に独立
性を有していると判断しております。当社の一
般株主と利益相反が生じるおそれがなく、当社
の独立役員として適任であると判断し、独立役
員として届け出ております。

飯塚　一雄 ○ ○

当社の主要取引銀行であり、当社の株主
でもある（株）三菱UFJ銀行の前身である
（株）UFJ銀行に在籍していたこともありま
すが、（株）三菱UFJ銀行よりの借入金額
（平成30年３月31日現在）は2,296百万円
です。平成16年10月には銀行を退行し、
平成23年12月には弁護士資格を取得し、
法律の専門家として知識や経験等を積
み、平成27年１月には飯塚法律事務所を
設立しました。設立以降、現在に至るまで
同事務所の弁護士として活動しておりま
す。平成30年６月に当社の社外取締役に
就任しております。

飯塚法律事務所の弁護士であり、弁護士業務
を通じて法律の専門家としての知識及び企業
経営についての見識を有しているため、社外取
締役に選任しております。

〔独立役員の指定理由〕

（株）三菱UFJ銀行は当社の主要取引銀行の
一つではありますが、借入残高でみると40％を
割っており、影響力は決して高いものではあり
ません。また、同氏が銀行業務を離れて10年
以上経過しているため、銀行からの影響力は
ありません。また、飯塚法律事務所と当社は顧
問契約をはじめ取引関係はありません。これら
のことから、実質的に独立性を有しており、当
社の一般株主と利益相反が生じるおそれがな
く、当社の独立役員として適任であると判断し、
独立役員として届け出ております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）



監査等委員会 4 1 0 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会から要望があれば、その職務を補助すべき当社の使用人を配置して、随時監査業務の遂行及び支援を行います。

監査等委員会より監査業務に必要な指示を受けた使用人は、独立性の確保のためにその指示に関して、取締役の指揮命令は受けません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員は取締役会に出席するほか、各取締役から業務の執行状況を聴取し、必要に応じて子会社の監査を行うなど、監査等委員会におい
て策定された監査計画に基づいて監査を実施しております。また、社長直属の監査・内部統制室を設置し、年間スケジュールに基づき、会社別、
部署別、場所別に内部監査を実施しております。監査・内部統制室の人員は２名ですが、内部監査規程に基づき、必要に応じて社内の適任者に
よる支援が可能な体制を確立しております。監査等委員会及び監査・内部統制室は、監査の方法、結果について適宜協議するとともに、内部統制
システムを活用し、内部監査の際に適宜同席する等、一層の連携を強化するように努めております。また、必要に応じて会計監査人と会合を行
い、円滑な情報交換を行っております。なお、監査・内部統制室が監査等委員を補助する場合があります。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

常勤の取締役については、月額報酬のうち一定額を役員持株会に拠出し、当社株式の取得に充当しております。これにより報酬の一部が中長期
的なインセンティブに繋がるようにしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

第69期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）における取締役の報酬等の総額は以下のとおりです。

取締役（監査等委員を除く）６名　総額報酬 54,880千円

取締役（監査等委員） ４名　総額報酬27,840千円（うち社外取締役4名27,840千円）



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

（報酬構成）

監査等委員でない取締役の報酬は、定額報酬に加え、常勤の取締役は業績評価を反映した月次報酬と業績連動の役員賞与にて構成しておりま
す。また、監査等委員である取締役については、定額報酬のみで構成しております。

（決定方法）

基本報酬

株主総会の決議により、監査等委員でない取締役及び監査等委員である取締役の各報酬総額の最高限度額を定めております。監査等委員でな
い取締役の報酬額は、社長及び監査等委員にて審議の後、取締役会の決議により決定し、監査等委員である取締役の報酬額は監査等委員会に
て決定しております。

役員賞与

役員賞与は、当該年度の会社業績に連動し算出された支給総額を定時株主総会に提案し、承認を得ております。各取締役の賞与支給額は、株
主総会で承認された支給総額に基づいて、取締役会の決議により決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

常勤監査等委員に社外取締役を選任しており、業績検討会議をはじめ重要な会議に出席しております。また、監査等委員会は、監査の適正性を
確保するため、内部監査部門並びに会計監査人と実効性のある相互連携を図っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みとして、平成29年４月から平成30年３月までの１年間で、取締役会を14回、業績検討会議
を12回、販売会議を12回、リスク審査委員会を12回開催しております。

監査等委員である取締役は取締役会に出席するほか、各取締役から業務の執行状況を聴取し、必要に応じて子会社の監査を行うなど、監査等
委員会において策定された監査計画に基づいて監査を実施しております。また、社長直属の監査・内部統制室を設置し、年間スケジュールに基づ
き、会社別、部署別、場所別に内部監査を実施しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、取締役会において経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行うとともに、会社独自の論理だけで経営が行われないよう、経営者
から独立した社外取締役や外部専門家から適宜指摘・助言をしていただける体制としております。

当社は監査等委員会設置会社制度を採用しており、監査等委員会は４名（うち社外取締役４名）で構成されています。取締役会については10名
（うち社外取締役４名）により構成され、迅速な経営の意思決定を行っております。

また、執行役員制度を導入し、取締役会で選任した執行役員７名が担当部門の日常業務を執行しております。取締役は重要度に鑑みグループ会
社の取締役・監査役を兼任し、各社の現場の調査・監督を十分に行うことにより、グループ全体の経営の有効性と効率性を高め、各社の財務報告
の信頼性を確保し、かつ全社員のコンプライアンス意識が持続的に向上するように努めております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

実施していません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページにIRポリシーを掲載し、IR情報の開示に関する基本方針、

開示対象、ディスクロージャーの方法等を記載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト向け説明会を６月、11月の年２回実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載

http://www.kawata.cc/ir/library.html

当社ホームページIRライブラリーにおいて、決算短信、決算説明会資料、株主
総会関係書類（招集通知、決議通知、株主のみなさまへ）及び定款を掲載して
おります。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務人事部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

実施していません。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．当社の内部統制の充実に向けての基本方針

当社は、内部統制システムをコーポレート・ガバナンスの充実のための重点事項と認識しております。内部統制システムの整備の状況は、定例の
取締役会・業績検討会議・販売会議に加えて、リスク審査委員会を設置し、与信、品質、事業等あらゆる観点からのリスクを先行管理することによ
り、効率的かつ安全な経営・管理を行うように努めております。なお、これらの内部統制システム及びリスク管理体制を含め、平成30年５月11日開
催の取締役会において、当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制等の整備について決議しております。ま
た、財務報告に係る内部統制システムの整備・運用と改善の継続につきましては、専任部署として監査・内部統制室を設置しております。

２．業務の適正を確保するための体制の整備

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるために、取締役会は企業統治を一層強化する観点から、実効性ある内部統制システムの
構築と会社による全体としての法令定款遵守の体制の確立に努める。また、監査等委員会はこの内部統制システムの有効性と機能を監査し、課
題の早期発見と是正に努めることとする。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、取締役会議事録、決裁後の稟議書など重要な意思決定の記録については、「文書管理規程」及び「稟議規程」などの社内規程に則り
作成、保存し管理する。各取締役の要求があるときは、これを閲覧に供する。

（３）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）企業経営に対する重大なリスクに適切かつ迅速に対応するためにリスク審査委員会を編成し、リスク情報の収集と分析を行う。あわせて、その
予防と緊急時の対応策を整備し、当社グループ全体のリスクを統括的に管理する。また、緊急事態が発生した際の対応については、その連絡体
制・行動指針などを明確にする。

２）当社の内部監査部門が子会社のリスク管理の状況について監査を行う。

（４）取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定期的に開催するほか、販売会議、業
績検討会議を月１回開催するものとする。

２）取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」において、それぞれの責任者及びその責任、
執行手続の詳細について定めるものとする。

３）経営企画室は、中期経営計画及び年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定し、取締役会にて決定する。取締役社長は、各部門より業績
のレビューと改善策を業績検討会議にて報告させ、具体的な施策を実施させるものとする。

（５）次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ　子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者（ロ及びハにおいて「取締
役等」という。）の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

「関係会社管理規程」を定め、同規程に基づく当社への決裁・報告制度によりグループ各社の経営管理を行うものとし、必要に応じてモニタリング
を行うものとする。

ロ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）カワタ経営理念に基づき、グループの中期経営計画及び年度計画を策定する。

２）関係会社主幹者会議を定期的に開催し、グループ全体の経営の基本戦略の策定を行う。

ハ　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）グループ全体に適用される「グループ行動指針」を策定し、当社グループ各社におけるコンプライアンス経営の推進を支援する。

２）当社の監査・内部統制室が当社グループ子会社の内部監査を行い、内部統制の整備を支援する。

（６）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人を任命する。また、重要事項については、監査・内部統
制室が、適宜、監査等委員会の補助体制をとることとする。

（７）監査等委員会の（６）の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１）当社の使用人については、その独立性を確保するために、任命及び解任並びに人事異動については、監査等委員会の同意を必要とするとと
もに、当該使用人の評価・懲戒に関する決定は、監査等委員会と事前に協議したうえで、取締役社長がこれを決定する。

２）当社の使用人の選任については、監査等委員である取締役の指揮命令に基づき監査機能の一翼を担う重要な役割を果たすことに鑑み、その
経験・知見・行動力を十分に考慮する。

（８）次に掲げる体制その他の監査等委員である取締役への報告に関する体制

イ　監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告をするための体制

１）監査等委員でない取締役が報告すべき事項及びその体制

法令、定款に違反するおそれのある場合、会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事実を発見した場合は、当該事実に関する事項を監査等委
員会に報告するものとする。また、法令の定めに従い、監査等委員である取締役は取締役会及び重要な会議に出席する。

２）使用人が報告すべき事項及びその体制

「企業倫理ヘルプラインに関する規程」により、法令違反行為等に関する相談または通報の適正な処理の仕組みを定め、不正行為等の早期発見
と是正、通報者の保護を図る。重大な法令違反、社内規程違反あるいは社会通念に反する行為等があった際は、遅滞なく取締役会及び監査等委
員である取締役に報告する。

ロ　子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人またはこれら
の者から報告を受けた者が当社の監査等委員である取締役に報告をするための体制

１）子会社にて重大なコンプライアンス違反等の通報があった場合は、監査等委員である取締役に報告し、調査結果及び是正結果を監査等委員
会に報告する。

２）当社の内部監査部門が当社グループ子会社の内部監査を行い、内部監査結果を監査等委員会に報告する。



（９）監査等委員である取締役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査等委員である取締役へ報告をした者及びその内容については厳重な情報管理体制を整備するとともに、報告を行った者が当該報告をしたこ
とを理由として、解雇、降格、減給、不利益な配置転換、報復措置等、当該事実をもって不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グルー
プの役職員に周知徹底することとする。

（10）監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または
債務の処理に係る方針に関する事項

１）取締役会は監査等委員会による監査に協力し、監査にかかる費用については、予算を措置する。

２）監査等委員会は弁護士、公認会計士に相談や助言を求める、またはその他の社外の専門家に対して事務の委託や調査を求めることができ、
その費用は会社が負担するものとする。

（11）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は職務の遂行に必要と判断したときは、前項の定めのない事項においても取締役及び使用人並びに会計監査人に対して報告を求
めることができることとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた体制の整備等

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

１）会社及び社員はいかなる場合においても、反社会的勢力と対決し、関係を一切持たない。

２）反社会的勢力に対し、金銭その他の利益を供与しない。

３）反社会的勢力とは、合法であると否とを問わず、また名目の如何を問わず一切取引を行わない。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、反社会的勢力排除のため、以下の内容の体制整備を行う。

１）反社会的勢力対応部署の設置

２）反社会的勢力に関する情報収集・管理体制の確立

３）外部専門機関との連携体制の確立

４）反社会的勢力対応マニュアルの策定

５）暴力団排除条項を導入

６）社員の義務を明確化

７）その他反社会的勢力を排除するために必要な体制の確立



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本
方針」という。）並びに基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一
つとして、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本プラン」という。）を継続することに関して決議を行い、あわせて本プランの継続に関
する承認決議を平成28年６月29日開催の当社定時株主総会に提出し、承認されました。なお、本プランは株主総会の決議により廃止することや、
株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決議で廃止することが出来るなど、株主意思を重視しています。

１．基本方針の内容

1）当社経営の支配権の移転を伴うような買付提案等に応じるかどうかの判断は最終的には株主全体の自由な意思に基づき行う。

2）当社の企業価値・株主共同の利益の向上に資するものであれば買付等を否定しない。

3）大量取得行為が買付後の当社の企業価値・株主共同の利益に影響を及ぼすか否かにつき株主が適切に判断するためには十分な情報提供が
必要。

4）当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する恐れがあり、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切でないと判断した場合、
対抗措置を発動する。

２．本プランの内容

1）対象となる買付等

・株式等保有割合が20％以上となる買付

・公開買付に係る株式等の株式等保有割合及びその特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付

2）買付者に対する情報提供の要求・・・取締役会が受領し独立委員会に提供

3）買付等の内容の検討・代替案の検討・買付者との交渉・・・取締役会で実施

4）取締役会における検討結果・・・買収者へ通知するとともに、株主・投資家の皆様に開示

5）対抗処置（新株予約権の無償割当て）の発動・・・独立委員会の勧告を受け取締役会が実施

３．有効期限

・平成28年６月29日から平成31年開催の定時株主総会終結時まで

詳細につきましては、当社ホームページ（URL http://www.kawata.cc/）をご参照ください。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




